
令和８年度 第４回大島区地域協議会 次第 

 

日 時：令和８年８月１８日（火） 

                      午後６時３０分から 

                  場 所：大島コミュニティプラザ  

                      ２階 市民活動室１ 

 

 

１ 開 会 

 

 

 

２ 報 告 

（１）上越市公共施設等総合管理計画に基づく取組案について    資料№１ 

 

 

 

（２）市民の消火栓使用について                 資料№２ 

 

 

 

３ その他 

（１）令和８年度第５回地域協議会の開催日について 

   【開催日：  月  日、開催時間：  時  分から】 

 

 

 

４ 閉 会 



上越市公共施設等総合管理計画に基づく取組案について 
 

見直し内容については、関係者との協議や地域協議会への説明等を踏まえ、一部変更

となる場合があります。また、見直し内容は、12月市議会での議決をもって確定となり

ますので、改めて市議会の議決後に確定した見直し内容をお知らせします。 

 

Ⅰ 公の施設の適正管理の見直しの概要（案） 

１ 見直しの概要 

・ 利用実態や働き方改革に合わせ、開館時間や休館日、管理手法を見直す。 

・ 開館時間は、屋内施設は 9時～21時、屋外施設は日の出から日没までを基本 

・ 休館日は、最低でも週 1日を基本 

・ 夜間などの稼働率が低い時間帯や冬期間等の閑散期は、休館を検討 

・ 施設職員等の常駐の必要性を検証し、予約制や鍵管理の導入により非常駐化を検討 

２ 見直しの内容 

区分 全体施設数 大島区 

開館時間の短縮、適正な開館時間の設定 172 10 

休館日の増加、適正な休館日の設定 186 10 

予約制の導入（利用予約のないときは閉館） 63 3 

適正な管理形態（職員常駐から鍵管理等） 90 8 

上記のいずれかの取組を実施 220/223 11/11 

○カテゴリー別の見直し例 

区分 現行 見直し案 

一般体育館 9時～21時 

月 1日及び年末年始休館 

10時～22時（猛暑対策） 

17時～22時予約制 

週 1日及び年末年始休館 

公民館 8時 30分～22時 

年末年始休館 

合併前上越市：平日 16時以降・土

日祝日鍵管理 

9時～21時 

週 1日又は月 2日、年末年始休館 

合併前上越市：平日 16時以降・土

日祝日鍵管理 

13区：16時以降鍵管理 

○施設見直し例①…上越文化会館（基幹的総合施設）※指定管理更新前までは従前の運用 

区分 現行 見直し案 

開館時間 9時～22時 9時～21時 

休館日 第 1・3月曜日、年末年始 月曜日、年末年始  

○施設見直し例②…直江津学びの交流館（学習施設） 

区分 現行 見直し案 

開館時間 8時 30分～22時 9時～21時 

休館日 第 3木曜日、年末年始 水曜日、第 3木曜日、年末年始 

○施設見直し例③…ゑしんの里記念館（観光施設） 

区分 現行 見直し案 

開館時間 9時～17時 10時～16時 

休館日 火曜日、年末年始 火曜日（12月～2月は週 2日）、 

年末年始 

資料№1 



Ⅱ 公の施設の使用料等の見直しの概要（案） 

１ 見直しの概要 

・ 激変緩和措置として、原則現行使用料等の 1.5倍を上限。特に貸館施設やスポーツ施

設等の基礎的サービス施設は 1.1倍（1,000円以上）～1.2倍（1,000円未満） 

・ 市内の同種同様の機能を有する施設で、価格差が大きい場合は平準化する。 

・ 使用料等を原則 100 円単位で設定。200 円以下については、100 円及び 150 円単位で

設定。（使用料支払いや釣銭用意の負担軽減） 

２ 見直しの内容 

改定内容と主な施設 
全体 

施設数 
大島区 

Ａ 基礎的サービス施設（現行使用料等の 1.1～1.2倍） 

48 3  市民プラザ、上越文化会館、雁木通りプラザ、福祉交流プラ

ザ、各地区公民館、高田図書館、直江津学びの交流館 等 

Ｂ 政策目的施設（現行使用料等の 1.5倍） 
4 0 

 正善寺工房、くびき食彩工房、坂口記念館、小川未明文学館 

Ｃ 理論値＜現行使用料であるが改定 

（100円単位に四捨五入、現行使用料等の 1.1～1.2倍） 
43 4 

 ゑしんの里記念館、高田城三重櫓、直江津屋台会館、 

各地区集会施設、各ゲートボールハウス 等 

Ｄ 政策目的施設（1.5倍）だが 1.1～1.2倍 

5 0 
 上越人材ハイスクール、五智歴史の里会館、埋蔵文化財セン

ター、上越清里星のふるさと館、高田城址公園オーレンプラ

ザ 

Ｅ 同種・類似施設の調整による改定（スポーツ施設） 

53 1 

 リージョンプラザ上越、ユートピアくびき、高田城址公園野

球場、総合体育館、上越総合運動公園、オールシーズンプー

ル 等 

【例】小体育館：一律 1,200円、大体育館：一律 1,600円 

Ｆ 理論値＞現行額だが 50円・100円単位調整のみ 
2 0 

 日本スキー発祥記念館、小林古径記念美術館 

Ｇ 見直しなし（施設の状況考慮等による） 
7 0 

 やぶの川辺公園、シェアハウス大町、各有料駐車場 

合計 162 8 

Ｈ 100円単位の設定（100円以上の使用料）：146区分→940区分 

  （100円単位でない 97区分のうち 150円のものが 90区分） 

３ 改定幅が大きい施設等の改定例 

「Ｂ 政策目的施設（1.5倍）」の改定例 

施設名 区分 改定前 改定後 増減額・率 

坂口記念館 入館料（個人） 310円 500円 
+190円 

（1.61倍） 

小川未明文学館 市民ギャラリー（1時間） 930円 1,400円 
+470円 

（1.51倍） 



正善寺工房 1室（1時間） 1,200円 1,800円 
+600円 

（1.5倍） 

「Ｅ 同種・類似施設の調整による改定（スポーツ施設）」の改定例 

施設名 区分 改定前 改定後 増減額・率 

リージョンプラザ

上越 

市民プール個人 

（小・中学生） 
180円 300円 

+120円

（1.67倍） 

教育プラザ (体育

館) 

大体育館（1時間） 720円 
1,200円 

（+照明 400円） 

+480円

（1.67倍） 

小体育館（1時間） 510円 
900円 

（+照明 300円） 

+390円

（1.76倍） 

上越勤労身体障害

者体育館 

体育館占用利用 

（1時間） 
510円 

900円 

（+照明 300円） 

+390円

（1.76倍） 

体育館共用利用 

（1人 2時間） 
210円 400円 

+190円 

（1.9倍） 

板倉北部スポーツ

センター 
アリーナ（1時間） 480円 

900円 

（+照明 300円） 

+420円

（1.88倍） 

吉川体育館 

アリーナ占用利用 

（1時間） 
620円 

900円 

（+照明 300円） 

+280円

（1.45倍） 

アリーナ共用利用 

（1人 2時間） 
210円 400円 

+190円 

（1.9倍） 

４ その他 

 ・附属設備・備品の使用料の見直し：208区分中 88区分を改定 

（備品及び物価高騰の影響が少ない附属設備は原則据え置き） 

 ・市外在住者利用による使用料：2倍設定は 143施設 

 ・営利営業利用による使用料：3倍設定は 147施設（2倍施設はなし） 

 ・30分単位の利用による使用料設定導入施設：48施設（4つの施設カテゴリーで導入 

（地区集会施設、貸館・交流施設、生涯学習センター、公民館）） 

 

Ⅲ 今後のスケジュール 

年月 適正配置 適正管理 使用料 

R8.7～8 関係者と協議（施設利用者、施設管理者など） 

R8.9～10 
地域協議会で後期計画

案を説明 

地域協議会で諮問・答

申 

必要に応じて地域協議

会で報告 

R8.12～ 
市議会で計画案を報告 

パブリックコメント 

市議会に条例改正議案を提案 

議決及び条例公布後、利用者へ周知 

R9.2 
市議会で後期計画を説

明 

  

R9.4 後期計画の取組実施 適正管理の取組実施 使用料等の見直し 

 



「上越市公共施設等総合管理計画に基づく取組案」一覧　【大島区】

適正管理 使用料

1 学校開放体育施設 ○ 教育総務課、スポーツ推進課

2 大島コミュニティプラザ ○ 地域政策課

3 大島やまざくら ○ 産業政策課

4 大島生活改善センター ○ ○ 農政課

5 大島旭農村環境改善センター ○ ○ 農政課

6 菖蒲農村環境改善センター ○ ○ 農政課

7 大島若者交流会館 ○ ○ 農政課

8 大島地域生涯学習センター ○ ○ 社会教育課

9 大島地区公民館 ○ 社会教育課

10 大島就業改善センター ○ ○ 社会教育課

11 大島多目的ホール ○ ○ スポーツ推進課

施
設
№

施設名
該当する取組

施設所管課



施設№1 

 

 

 

「学校開放体育施設」使用料の見直し（案）について 
 

１ 見直しの趣旨 

  公の施設の受益者負担の定期的な見直しとして、使用料を改定するものです。 

 

２ 見直し内容 

使用料について、「公の施設使用料等の算定に係る基本方針」に基づき、現行の

1.1～1.2 倍とした金額に四捨五入して 100 円単位とした金額を改定後の使用料とし

ます。 

 

 ⑴ 施設の使用料を次のように改定します。 

 

区分 単位 
使用料 

改定後 現行 

屋内運動場 1 時間 600 円 510 円 

プール 

（浦川原小学校、

大島小学校） 

一般 1 施設 200 円 160 円 

中学生以下 1 施設 100 円 110 円 

照明設備使用料 高田西小学校屋外運

動場 
1 時間 2,700 円 2,450 円 

直江津東中学校屋外

運動場 
1 時間 2,700 円 2,450 円 

春日中学校屋外運動場 1 時間 2,700 円 2,450 円 

  使用料の営利営業利用料金を定額使用料の 200 パーセントから 300 パーセントに改める。 



施設№2 

 

 

 

「大島コミュニティプラザ」開館時間・休館日の見直し（案） 
について 

 

１ 見直しの趣旨 

  公の施設の利用実態に合わせて、開館時間や休館日の見直しを図るものです。 

 

２ 見直し内容 

 開館時間を「公共施設等総合管理計画」における適正管理の考え方に基づき、利

用実態を勘案して午前 9 時から午後 9 時までに見直します。 

 また、合併前上越市の公民館や図書館にて、すでに定期的な休館日を設けている

現状及び利用実態を勘案し、利用の少ない曜日を休館日とします。 

 

 ⑴ 施設の利用時間を次のように改定します。 

 

区分 改定後 現行 

開館時間 午前 9 時から午後 9 時まで 
午前 8 時 30 分から午後 10 時ま

で 

 

 ⑵ 施設の休館日を次のように改定します。 

 

区分 改定後 現行 

休館日 日曜日、年末年始 年末年始 

 



施設№3 

 

 

 

「大島やまざくら」利用時間・休館日の見直し（案）について 
 

１ 見直しの趣旨 

  公の施設の利用実態に合わせて、開館時間や休館日の見直しをするものです。 

 

２ 見直し内容 

 利用実態を踏まえ、施設の利用時間及び休館日を見直します。 

利用時間については、条例で定める利用時間と実際の運用時間が異なっているこ

とから、現在の運用を踏まえて条例を改定します。 

休館日については、年末年始は利用者が少なく、配達先となる施設も休業となる

ことから、休館日を「12 月 31 日から 1 月 3 日まで」とします。また、日曜日につ

いても、利用者が少ないことに加え、現在は移動販売を実施していないことから、

新たに休館日とします。 

 

 ⑴ 施設の利用時間を次のように改定します。 

区分 改定後 現行 

利用時間 

・1・2・11・12 月 

午前 9 時から午後 6 時 

・上記以外 

午前 9 時から午後 6 時 30 分 

【条例】 

・1 月から 3 月まで 午前 9 時

から午後 7 時まで 

・4 月から 12 月まで 午前 9 時

から午後 8 時まで 

【実際の設定】 

・1・2・11・12 月 

午前 9 時から午後 6 時 

・上記以外 

午前 9 時から午後 6 時 30 分 

   

 ⑵ 施設の休館日を次のように改定します。 

区分 改定後 現行 

休館日 日曜日、12月 31日から 1月 3日 

【条例】 

1 月 1 日、第 3 火曜日 

【実際の設定】 

1 月 1 日、1 月 2 日 

 



施設№4 

 

 

 

「大島生活改善センター」開館時間・休館日・使用料の 
見直し（案）について 

 

１ 見直しの趣旨 

  公の施設の利用実態に合わせて、開館時間や休館日の見直しを図るとともに、受益

者負担の定期的な見直しとして、利用料金の上限額を改定するものです。 

 

２ 見直し内容 

 開館時間・休館日を利用実態や需要にあわせて見直します。 

使用料は、「公の施設使用料等の算定に係る基本方針」に基づき、使用料の単位

を 100 円単位とするとともに、激変緩和措置として現行の使用料の 1.2 倍を目安に

見直します。（100 円台には 150 円の単位を設定） 

 

⑴  施設の利用時間を次のように改定します。 

 

区分 改定後 現行 

開館時間 午前 9 時から午後 9 時まで 午前 8 時 30 分から午後 10 時まで 

 

 ⑵ 施設の休館日を次のように改定します。 

 

区分 改定後 現行 

休館日 月曜日及び火曜日、年末年始 年末年始 

 

 ⑶ 施設の利用料金の上限額を次のように改定します。 

 

区分 単位 
上限額 

改定後 現行 

大集会室 

1 時間につき 

700 円 560 円 

小集会室 300 円 240 円 

調理実習室 150 円 120 円 

会議室 200 円 130 円 

  利用料金の上限額の営利営業利用料金を定額使用料の 200 パーセントから 300 パー

セントに改める。 

 



施設№5 

 

 

 

「大島旭農村環境改善センター」開館時間・休館日・使用料の 
見直し（案）について 

 

１ 見直しの趣旨 

  公の施設の利用実態に合わせて、開館時間や休館日の見直しを図るとともに、受益

者負担の定期的な見直しとして、利用料金の上限額を改定するものです。 

 

２ 見直し内容 

 開館時間・休館日を利用実態や需要にあわせて見直します。 

使用料は、「公の施設使用料等の算定に係る基本方針」に基づき、使用料の単位

を 100 円単位とするとともに、激変緩和措置として現行の使用料の 1.2 倍を目安に

見直します。 

 

 ⑴ 施設の利用時間を次のように改定します。 

 

区分 改定後 現行 

開館時間 午前 9 時から午後 9 時まで 午前 8 時 30 分から午後 10 時まで 

 

 ⑵ 施設の休館日を次のように改定します。 

 

区分 改定後 現行 

休館日 月曜日及び火曜日、年末年始 年末年始 

 

 ⑶ 施設の利用料金の上限額を次のように改定します。 

 

区分 単位 
上限額 

改定後 現行 

会議室 

1 時間につき 

200 円 200 円 

研修室 300 円 210 円 

調理実習室 200 円 140 円 

多目的ホール 800 円 630 円 

  利用料金の上限額の営利営業利用料金を定額使用料の 200 パーセントから 300 パー

セントに改める。 

 



施設№6 

 

 

 

「菖蒲農村環境改善センター」開館時間・休館日・使用料の 
見直し（案）について 

 

１ 見直しの趣旨 

  公の施設の利用実態に合わせて、開館時間や休館日の見直しを図るとともに、受益

者負担の定期的な見直しとして、利用料金の上限額を改定するものです。 

 

２ 見直し内容 

 開館時間・休館日を利用実態や需要にあわせて見直します。 

使用料は、「公の施設使用料等の算定に係る基本方針」に基づき、使用料の単位

を 100 円単位とするとともに、激変緩和措置として現行の使用料の 1.2 倍を目安に

見直します。（100 円台には 150 円の単位を設定） 

 

⑴  施設の利用時間を次のように改定します。 

 

区分 改定後 現行 

開館時間 午前 9 時から午後 9 時まで 午前 8 時 30 分から午後 10 時まで 

 

⑵  施設の休館日を次のように改定します。 

 

区分 改定後 現行 

休館日 月曜日及び火曜日、年末年始 年末年始 

 

⑶  施設の利用料金の上限額を次のように改定します。 

 

  利用料金の上限額の営利営業利用料金を定額使用料の 200 パーセントから 300 パー

セントに改める。 

 

区分 単位 
上限額 

改定後 現行 

調理実習室 

1 時間につき 

200 円 130 円 

会議室 150 円 110 円 

研修室 300 円 210 円 

多目的ホール 500 円 410 円 



施設№7 

 

 

 

「大島若者交流会館」開館時間・休館日・使用料の 
見直し（案）について 

 

１ 見直しの趣旨 

  公の施設の利用実態に合わせて、開館時間や休館日の見直しを図るとともに、受益

者負担の定期的な見直しとして、利用料金の上限額を改定するものです。 

 

２ 見直し内容 

 開館時間・休館日を利用実態や需要にあわせて見直します。 

使用料は、「公の施設使用料等の算定に係る基本方針」に基づき、使用料の単位

を 100 円単位とするとともに、激変緩和措置として現行の使用料の 1.2 倍を目安に

見直します。（100 円台には 150 円の単位を設定） 

 

 ⑴ 施設の利用時間を次のように改定します。 

 

区分 改定後 現行 

開館時間 午前 9 時から午後 9 時まで 午前 8 時 30 分から午後 10 時まで 

 

 ⑵ 施設の休館日を次のように改定します。 

 

区分 改定後 現行 

休館日 月曜日及び火曜日、年末年始 年末年始 

 

 ⑶ 施設の利用料金の上限額を次のように改定します。 

 

区分 単位 
上限額 

改定後 現行 

研修室 

1 時間につき 

200 円 180 円 

会議室 300 円 280 円 

調理実習室 150 円 120 円 

多目的ホール 700 円 550 円 

  利用料金の上限額の営利営業利用料金を定額使用料の 200 パーセントから 300 パー

セントに改める。 

 



施設№8 

 

 

「大島地域生涯学習センター」開館時間・休館日・使用料の 
見直し（案）について 

 

１ 見直しの趣旨 

  公の施設の利用実態に合わせて、開館時間や休館日の見直しを図るとともに、受益

者負担の定期的な見直しとして、使用料を改定するものです。 

 

２ 見直し内容 

 開館時間や休館日を利用実態を踏まえて見直します。 

 使用料は、「公の施設使用料等の算定に係る基本方針」に基づき、使用料の単位

を 100 円単位とするとともに、激変緩和措置として現行の使用料の約 1.2 倍を目安

に見直します。 

 

 ⑴ 施設の利用時間を次のように改定します。 

 

区分 改定後 現行 

開館時間 午前 9 時から午後 9 時まで 
午前 8 時 30 分から午後 10 時ま

で 

 

 ⑵ 施設の休館日を次のように改定します。 

 

区分 改定後 現行 

休館日 年末年始 なし 

 

⑶ 施設の使用料を次のように改定します。 

 

区分 単位 
使用料 

改定後 現行 

ゲートボールコート 
1 時間につき 

500 円 440 円 

研修室 300 円 240 円 

使用の時間が 30分を超え、1時間以内のときは 1時間とし、30分以下のときは 1時間の

半額として計算する。 

（例１）使用時間実績※が 45 分⇒使用料は 1 時間として計算 

（例２）使用時間が 2 時間 30 分⇒使用料は 2 時間 30 分として計算 

（例３）使用時間実績※が 2 時間 50 分⇒使用料は 3 時間として計算 

※使用時間の申請・承認は 30 分単位 

使用料の営利営業利用料金を定額使用料の 200 パーセントから 300 パーセントに改める。 

 



施設№9・10 

 

 

 

「大島地区公民館（大島就業改善センター）」開館時間・休館日・ 
使用料の見直し（案）について 

 

１ 見直しの趣旨 

  公の施設の利用実態に合わせて、開館時間や休館日の見直しを図るとともに、受益

者負担の定期的な見直しとして、使用料を改定するものです。 

 

２ 見直し内容 

 

 開館時間・休館日は、近年の公民館の利用実態により、利用が少ない時間帯や曜

日を踏まえて見直します。 

使用料は、「公の施設使用料等の算定に係る基本方針」に基づき、使用料の単位

を 100 円単位とするとともに、激変緩和措置として現行の使用料の 1.2 倍を目安に

見直します。（100 円台には 150 円の単位を設定） 

 

 ⑴ 施設の利用時間を次のように改定します。 

 

区分 改定後 現行 

開館時間 

午前 9 時から午後 9 時まで 

（日曜日は午前 9 時から午後 4

時まで） 

（平日及び祝日の午後 4 時から

午後 9 時までの間は予約がある

ときのみ） 

【条例】 

午前 8 時 30 分から午後 10 時ま

で 

【実際の設定】 

午前 8 時 30 分から午後 10 時ま

で 

（休館日を除き、午後 5 時 15 分

から午後 10 時までの間は予約が

あるときのみ） 

 

 ⑵ 施設の休館日を次のように改定します。 

 

区分 改定後 現行 

休館日 土曜日、年末年始 日曜日、祝日、年末年始 

 

 ⑶ 施設の使用料を次のように改定します。 

 

区分 単位 
使用料 

改定後 現行 

調理実習室 

1 時間につき 

200 円 190 円 

大会議室 1,100 円 890 円 

中会議室 200 円 170 円 

小会議室 150 円 110 円 

研修室 200 円 170 円 



使用の時間が 30分を超え、1時間以内のときは 1時間とし、30分以下のときは 1時間の

半額として計算する。 

（例１）使用時間実績※が 45 分⇒使用料は 1 時間として計算 

（例２）使用時間が 2 時間 30 分⇒使用料は 2 時間 30 分として計算 

（例３）使用時間実績※が 2 時間 50 分⇒使用料は 3 時間として計算 

※使用時間の申請・承認は 30 分単位 

  使用料の営利営業利用料金を定額使用料の 200 パーセントから 300 パーセントに改める。 

 



施設№11 

 

 

 

「大島多目的ホール」開館時間・休館日・使用料の 
見直し（案）について 

 

１ 見直しの趣旨 

  公の施設の利用実態に合わせて、開館時間や休館日の見直しを図るとともに、受益

者負担の定期的な見直しとして、使用料を改定するものです。 

 

２ 見直し内容 

 利用時間は、屋内体育施設は午前 10 時から午後 10 時まで、屋外体育施設は午前

6 時から午後 6 時まで（ナイター設備のある施設は午後 10 時まで）を基本に統一し

ます。 

なお、屋内体育施設は、午後 5 時以降に事前予約がない場合は閉館とします。 

 休館日は、全施設週休 1 日を基本とします。また、屋外体育施設における冬季の

閉館期間を 12 月 1 日から翌年 3 月 31 日までとします。 

使用料は、「公の施設使用料等の算定に係る基本方針」に基づき算定（使用料は

100 円単位）するとともに、激変緩和措置として現行の使用料の 1.1 倍から 1.2 倍

（最大で 1.5 倍）を目安に見直します。 

なお、同程度の機能を有する施設において、価格差が生じないよう平準化を図る

ため、上記倍率を超過する場合があります。 

 

 ⑴ 施設の利用時間を次のように改定します。 

→ 基本的な考え方に沿って、利用時間を設定 

 

区分 改定後 現行 

開館時間 午前 10 時から午後 10 時まで 

午前 8 時 30 分から午後 10 時ま

で（日曜日にあっては午前 8 時

30 分から午後 5 時まで、月曜日

にあっては午後 5 時から午後 10

時まで） 

 

 ⑵ 施設の休館日を次のように改定します。 

   → 基本的な考え方に沿って、週休 1 日の休館日を設定 

 

区分 改定後 現行 

休館日 日曜日、年末年始 年末年始 

 

 ⑶ 施設の使用料を次のように改定します。 

→ 大ホールの占用利用は、照明料金を含めた額とします。市内の体育館同規模

（バレーボールコート 2 面程度）の平均使用料を 1.2 倍にした額（10 円単位を

四捨五入）に改定 



→ 大ホールの共用利用、ステージ、小ホール、控室、ランニングコースは、同

種の機能を有する施設で平準化した使用料に改定 

   

区分 単位 
使用料 

改定後 現行 

大ホール 

占用利用 
1 時間につき 

1,200 円 840 円 

照明設備 （廃止） 310 円 

共用利用 

一般 

1 人 1 回につき 400 円 240 円 

1 人 1 月につき （廃止） 960 円 

回数券（11 回分） 4,000 円 なし 

中学生以下 

1 人 1 回につき 200 円 120 円 

1 人 1 月につき （廃止） 480 円 

回数券（11 回分） 2,000 円 なし 

ステージ 占用利用 1 時間につき 300 円 240 円 

小ホール 占用利用 1 時間につき 500 円 360 円 

控室 占用利用 1 時間につき 300 円 240 円 

ランニン

グコース 
共用利用 

一般 

1 人 1 回につき 200 円 160 円 

1 人 1 月につき （廃止） 640 円 

回数券（11 回分） 2,000 円 なし 

中学生以下 

1 人 1 回につき 100 円 80 円 

1 人 1 月につき （廃止） 320 円 

回数券（11 回分） 1,000 円 なし 

使用料の営利営業利用料金を定額使用料の 200 パーセントから 300 パーセントに改

める。 



新潟県上越市

（財務部資産活用課）

公の施設白書
（令和6年度実績・大島区抜粋版※）

※全体版は市ホームページでご確認ください



１ はじめに（公の施設白書の公表の目的）

当市では、人口減少や経済の停滞など社会情勢が大きく変化し、公の施設に求
められる市民のニーズも多様化していることから、公の施設の利用者は直近10年
で29％減少し、使用料収入は13％減少しています。一方では、施設の老朽化によ
る修繕の多発や物価高騰等により、維持管理経費は直近10年で18％増加していま
す。
また、全国的な社会問題として、昭和50年代以降に開設された施設の老朽化が

進み、今後、一斉に大規模な修繕や更新を迎える中、多くの施設を維持していく
ことは極めて困難な状況であり、当市も例外ではありません。

このため、将来的にも市民の皆さんが真に必要とする施設や機能を安定的・継
続的に提供するためには、施設の機能集約や休廃止は避けられない状況であり、
次世代の負担の軽減を考慮すると、一刻も早く検討を進める必要があります。

本施設白書は、当市の公の施設に関する理解を深め、建設的な議論を進めてい
くために、その基礎資料となる施設の現状を取りまとめ、公表するものです。
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２ 公の施設の現状（全体）

【公共施設等を取り巻く現状と課題 … 利用実態】

※R6年度時点で存在する公の施設のうち、H27年度以降に新設した施設等を除く588施設を基に比較 2

➢ 人口減少等に伴い、施設の利用者数は約28.7％減少している（この間の当市の人口は、H27年1月末
200,032人⇒R7年1月末180,207人と約10％減少）。

➢ 利用者数の減少等に伴い、使用料収入も約5.0億円減と大幅に減少している。
【参考①】R6年度の使用料＋利用料金…4,367,208千円（H26年度比▲830,942千円（▲16.0％））
【参考②】R6年度の受益者負担割合（近似値）…34.4％（H26年度比▲14.4ポイント）

➢ 物価高騰や労務費の上昇等により、修繕料及び工事請負費を除く維持管理経費は約19億円増と約
18.0％増額している。

➢ 公費投入額が約4.7億円減と大幅に減少しているが、これは、大規模改修等に係る有利な起債等（公共
施設等適正管理推進事業債）の創設等が要因と考えられる。

H26年度 R6年度 増減

①利用者数（人） 6,238,217 4,445,144 ▲1,793,073
（▲28.7％）

②収入（千円） 4,935,791 6,350,865 1,415,074 

③②のうち使用料（千円） 3,775,084 3,271,368 ▲503,716 
（▲13.3％）

④支出（千円） 13,913,383 14,861,395 948,012 

⑤④のうち修繕料・工事請負費
を除く維持管理経費

10,650,474 12,565,569 1,915,095 
（18.0％増）

⑥公費投入額（千円）【④－②】 8,977,592 8,510,530 ▲469,769 
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１ 施設毎の状況（令和7年4月1日現在）

№ 施設名 施設カテ
ゴリー 構造 経過年数

/耐用年数
延床面積
(㎡)

利用者数
（人）

公費負担額
（千円）

利用者1人
当たり経費
（円）

管理
形態

取組
方向

1  大島学校給食センター 給食センター コンクリ 37/47 174.00 0 10,826 - 直営 現状維持

2 上越市立大島小学校 小学校 コンクリ 49/47 2,754.81 26 22,488 864,923 直営 別の計画等

3 大島保育園 保育園 コンクリ 34/47 995.33 17 31,817 1,871,588 直営 別の計画等

4 大島診療所 医療機関 コンクリ 40/38 291.19 2,744 -9,214 -3,358 直営 現状維持

5 大島多目的ホール 体育館 コンクリ 30/47 2,458.52 4,291 5,958 1,388 直営 現状維持

6 大島庄屋の家
交流宿泊施
設

コンクリ 34/39 1,192.43 2,364 9,077 3,840 
直営（業
務委託）

現状維持

7 菖蒲高原緑地休養広場 キャンプ場 木造 32/24 1,552.57 1,121 6,135 5,473 
指定管
理

現状維持

8 大島やまざくら
食料等販売
施設

鉄骨 21/38 232.43 40,000 12,624 316 
指定管
理

現状維持

9 大島地域生涯学習センター
生涯学習セン
ター

鉄骨 61/34 700.77 960 957 997 直営 現状維持

10 大島地区公民館 公民館 コンクリ 46/50 1,112.75 2,279 7,381 3,239 直営 現状維持

11 大島生活改善センター
地区集会施
設

コンクリ 46/50 395.55 983 548 557 
指定管
理

現状維持

12 大島旭農村環境改善センター
地区集会施
設

コンクリ 42/50 450.28 1,109 341 307 
指定管
理

現状維持

３ 公の施設の現状
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№ 施設名 施設カテ
ゴリー 構造 経過年数

/耐用年数
延床面積
(㎡)

利用者数
（人）

公費負担額
（千円）

利用者1人
当たり経費
（円）

管理
形態

取組
方向

13  菖蒲農村環境改善センター
地区集会施
設

コンクリ 36/50 398.08 886 436 492 
指定管
理

現状維持

14 大島若者交流会館
地区集会施
設

コンクリ 31/50 563.01 1,095 1,245 1,137 
指定管
理

現状維持

15 大島コミュニティプラザ
コミュニテイプ
ラザ

木造 19/24 1,674.54 1,849 4,538 2,454 
直営（業
務委託）

現状維持

16 大島就業改善センター
貸館・交流施
設

コンクリ 46/50 1,112.75 0 0 - 直営 現状維持

17 市営住宅 押切住宅 市営住宅 コンクリ 41/47 503.86 4 -191 -47,750 直営 別の計画等

18 市営住宅 宮ノ崎住宅 市営住宅 木造 36/22 819.57 8 -1,142 -142,750 直営 別の計画等

19 市営住宅 大島住宅 市営住宅 木造 32/22 543.25 5 567 113,400 直営 別の計画等

20 市営住宅 大平住宅 市営住宅 木造 30/22 770.63 7 -1,045 -149,286 直営 別の計画等

21
特定公共賃貸住宅 深沢特定公
共賃貸住宅

特定公共賃
貸住宅

木造 27/22 983.98 15 -177 -11,800 直営 別の計画等

22
特定公共賃貸住宅 中島特定公
共賃貸住宅（世帯用）

特定公共賃
貸住宅

木造 23/22 549.14 5 -1,085 -217,000 直営 別の計画等

23
特定公共賃貸住宅 中島特定公
共賃貸住宅（単身用）

特定公共賃
貸住宅

木造 23/22 389.61 4 -1,056 -264,000 直営 別の計画等

24 仁上多目的広場 農村公園 - 34/- 0.00 0 0 - 直営 別の計画等
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№ 施設名 施設カテ
ゴリー 構造 経過年数

/耐用年数
延床面積
(㎡)

利用者数
（人）

公費負担額
（千円）

利用者1人
当たり経費
（円）

管理
形態

取組
方向

25  棚岡多目的広場 農村公園 - 34/- 0.00 0 0 - 直営 別の計画等

26 大島多目的広場 農村公園 - 34/- 0.00 0 0 - 直営 別の計画等

27 菖蒲西多目的広場 農村公園 - 32/- 0.00 0 0 - 直営 別の計画等

28 不動尊公園 農村公園 コンクリ 32/34 24.88 0 183 - 直営 別の計画等

29 ほくら公園 農村公園 コンクリ 32/- 34.30 0 146 - 直営 別の計画等

30 堀切川砂防公園 農村公園 - 22/- 0.00 0 0 - 直営 別の計画等

31 仁上ほたる公園 農村公園 - 22/- 0.00 0 478 - 直営 別の計画等

32 保倉児童遊園 児童遊園 - 46/- 0.00 - 0 - 直営 別の計画等

小計 59,772 101,835 1,704 
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２ 位置図



１ 施設毎の状況

➢ 「施設カテゴリー」は、主に第4次上越市公の施設の適正配置計画に掲げる施設カテゴリーを使用
➢ 「構造」は、コンクリ・鉄骨・木造・－を表記
• コンクリ：鉄筋コンクリート造（RC造）、鉄骨鉄筋コンクリート造（SRC造）、補強コンクリートブロック造（CB

造）。一部鉄骨造りを含む。
• 鉄骨：鉄骨造（S造）
• 「－」：屋外ゲートボール場や野球場・ソフトボール場等、主な用途を備える建物がない施設
➢ 「経過年数」は、令和7年4月1日現在の施設の経過年数
➢ 「耐用年数」は、主な建物（構造物）の「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」による耐用年数。屋外ゲー

トボール場や多目的広場・グラウンド等、主な用途を備える建物がない施設は「－」と表記。
➢ 「利用者数」は、令和6年度の利用者数
• 農村公園や休止施設等、施設の性質上、利用者数を把握できない施設は「－」
• 特定の人が通園、通学する施設は、令和7年5月1日現在の園児、児童、生徒数
• 公営住宅や生活支援ハウス等、特定の人が居住する施設は、令和7年5月1日現在の居住者数
• 霊園は、利用区画数
• 斎場は、利用件数（火葬炉利用件数、動物含む）

7

基本情報に関する凡例①

№ 施設名 施設カテ
ゴリー 構造 経過年数

/耐用年数
延床面積
(㎡)

利用者数
（人）

公費負担額
（千円）

利用者1人
当たり経費
（円）

管理
形態

取組
方向

1  ●●●● ●● ●● ●/● 123,456.78 123,456 123,456 123,456 ●● ●●
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基本情報に関する凡例②

➢ 「公費負担額」は、令和6年度の支出額（投資修繕等に係る経費を除いた維持管理経費）から収入額（投資修繕等
に係る国庫補助金等を除いた額）を差し引いた額

➢ 「利用者1人当たり経費」は、令和6年度の公費負担額を利用者数で除した額
➢ 「管理形態」は、直営・直営（業務委託）・指定管理の別を表記
➢ 「取組方向」は、第4次上越市公の施設の適正配置計画（計画期間はR3年度～R12年度）で位置付ける施設の取組

方向を次のとおり表記。また、「取組方向」において、適正配置計画の対象ではない小中学校や保育園等の施設
は「別の計画等」と表記。

• 現状維持：適正な維持管理を行い、活用すること
• 廃止：施設の設置条例を廃止すること（公の施設ではなくなること）
• 休止：施設（機能）の使用を一定の期間止めること
• 貸付又は譲渡：施設を特定の利用者に貸し付けるか、所有権を民間又は地域等へ有償又は無償により譲り渡すこ

と
• 用途変更：施設の設置目的を他の目的に変更すること
• 後期に適正配置：計画後期（当初はR8年度～R12年度でしたが、R9年度～R12年度に変更しました）に適正配置を

実施すること
• 引き続き協議：取組の方向性を地域住民等と引き続き協議し方向性を決定すること

２ 位置図
➢ 位置図上の番号は、「１ 施設毎の状況」の表中の№の施設を表記している。
➢ 建物がない公園施設は、位置図を省略している。

№ 施設名 施設カテ
ゴリー 構造 経過年数

/耐用年数
延床面積
(㎡)

利用者数
（人）

公費負担額
（千円）

利用者1人
当たり経費
（円）

管理
形態

取組
方向

1  ●●●● ●● ●● ●/● 123,456.78 123,456 123,456 123,456 ●● ●●



 

市民の消火栓使用について（お知らせ） 

 

上越市防災危機管理部危機管理課 

 

市では、消火活動には、日頃からの訓練の積み重ねに加え、消防資機材の適

切な維持管理が不可欠であり、これらが十分に整わない状況では、重大な人身

事故等につながるおそれがあるため、これまで市民による消火栓を使用した消

火活動は適当でないとしてきました。 

一方で、市民の皆様の「自らの地域は自らの手で守りたい」との強い思いに

報いるために、市民の消火栓使用についての今後の方針を下記のとおりとする

とともに、安全対策に向けた留意事項等及び使用までの流れを整理しましたの

で、お知らせします。 

 

 

【今後の方針】 

 

 

 

 

 

１ 安全対策に向けた留意事項等 

別紙１をご覧ください。 

 

 

２ 消火栓使用（訓練）までの流れ（フローチャート） 

 別紙２をご覧ください。 

 

 

３ その他 

町内会には、8月 5日（水）の「町内会長まちづくりの集い」において説明

しました。 

資料№2 

市民の消火栓使用について、安全対策などを講じた上で、 

「使用できる」こととします。 



【消火訓練】
・消火栓を使用した消火活動を安全かつ適切に行うため、町内会及び自主防災組織を実施主体とした消火訓練を年１回以上実施
するものとする。

・消火訓練に当たっては、必要に応じて市、消防局（消防署）及び消防団からの助言を受けるものとする。
【消火活動】
・消火活動は、消火訓練を受けた者を含め、複数人で対応するものとする。
・消防局（消防署）又は消防団到着後は、消火活動等を一旦停止し、消防局（消防署）等の指揮・命令に従うものとする。

【消防資機材】
・消防資機材の調達及び管理は、町内会及び自主防災組織が自己の費用と責任において行うものとする。
・町内会及び自主防災組織は、消防資機材を適正に管理するとともに、点検を年１回以上実施するものとする。

【消火訓練の例】
・火災通報、避難誘導、交通誘導に関する訓練
・消火栓の操作に関する訓練
・ホースの展張、結合及び離脱に関する訓練
・筒先（ノズル）の結合、離脱及び操作に関する訓練
・町内会及び自主防災組織内の連携・安全確保に関する訓練（放水始め・止めなどの声掛け、退避判断 ほか）

【消火栓を使用した消火活動の例】
・逃げ道が確保されているなど、安全に消火活動ができる状況で行う。
・消火栓を操作する人、ホースを展張、結合等する人、筒先（ノズル）を結合、操作等する人を決め、放水始め、
放水止めなどの声掛けを行いながら、常に連携し行う。

・消火活動の際は、火災現場周辺の環境や交通状況等に注意を払いつつ、事故や二次災害に注意し行う。
【消防資機材の点検例】
・ホースは使用できる状態か。
・筒先（ノズル）は正常に作動するか。損傷はないか。 など

・火災現場において、民間の協力者が消防作業等に協力したことにより、死亡、負傷等した場合は、新潟県市町村総合事務組合
が行う公務災害補償により補償される。

・町内会及び自主防災組織が地域内で実施する訓練（消火訓練・避難訓練・防災訓練）に対しても、公益財団法人日本消防協会
の防火防災訓練災害補償等共済制度の対象になる。 ※対象となるためには「自主防災訓練等実施計画書」の提出が必要

安全対策に向けた留意事項等

訓練・点検等の内容の例示

留意事項

災害補償及び共済制度

別紙１



消火栓使用（訓練）までの流れ（フローチャート）

「自主防災訓練等実施計画書」
「消火栓等使用申請書（放水する場合）」

を市民安全課に提出（郵送可）

「自主防災訓練等実施計画書」の作成

消火栓の使用

放水しない放水する

「消火栓等使用申請書」の作成。
放水訓練については、消防団又
は消防署、ガス水道局等と協議

消防ホースの着脱訓練等につい
て、消防団又は消防署と協議

情報共有

市への相談

•市民が消火栓の使用を考えている場合、まずは危機管理課に相談

※消火栓を使用する場合、消火活動に必要な消防資機材の準備と定期的

な訓練、複数人での対応が必要なことなどを伝える。

消防資機材

の準備

•消火訓練に必要な消防資機材（消防ホース、筒先（ノズル）、ヘルメット 
など）を、町内会及び自主防災組織で準備

※市では、消防資機材の調達及び管理に対する補助等は行わない。

消火訓練を実施する町内会及び自主防災組織が自己の費用と責任で準備を

行う。

訓練計画

の作成

•日時、場所、参加者を決める。

•必要に応じて、市や関係機関（消防団、消防署、ガス水道局、警察署

など）等との調整を行う。

各種申請等

•「自主防災訓練等実施計画書」「消火栓等使用申請書（放水する場合）」

を市民安全課に提出

•訓練に当たり道路を使用する場合、道路使用許可申請書を警察署に提出

※計画書及び各申請書は、訓練実施日の概ね2週間前までに提出

点検・訓練

の実施

•訓練は、原則、消防団又は消防署が立会いの上、留意事項等を確認し、実
施する。

■「自主防災訓練等実施計画書」の提出までの流れ

消火栓の操作、消防
ホースの結合、離脱
等の基本を知る。

危機管理課 ガス水道局

年１回以上、消防資機材の点検と消火訓練を実施

別紙２


